
2024 年 11 月号 -vol.71

カーボンニュートラルは省エネと木造の２本柱カーボンニュートラルは省エネと木造の２本柱
　7月1日付で就任した楠田幹人国土交通省住宅局長は

9月20日、国土交通省建設専門紙記者会のインタビュー

に応じました。この中で住宅局としては石川県能登

地方の被災者支援や4月から省エネ基準の義務化がス

タートし、混乱のないように進める必要がある点、住

宅価格上昇と取得支援に関する政策などについて言

及。さらに大工や建設労働者の報酬が適正に行き渡る

ようにすることが、担い手の確保に不可欠であるとの

考えを披露、住宅分野においても標準労務費の設定に

向け、慎重に議論していく考えを示しました。

　特に注力したい政策として挙げたのが、住宅のス

トックと質の重視です。ストック数は世帯数を上回っ

ている状況を踏まえ、「新築の数をずっとキープし続

けていくのは、なかなか難しい時代に入ってきている」

との認識を披露。既存住宅ストックをしっかり活用し

て豊かな住生活を実現することが住宅政策の大きな流

れであるとしました。

　一方で今のストックは戦後の住宅難の時代に建てら

れたものが多いことも事実です。これについてはリ

フォームや建て替えで住宅の性能を上げていくほか、

　来年4月1日以降の着工から、木造戸建住宅では建築確認手

続きや壁量計算等の見直し及び全ての建築物における省エネ

基準への適合義務化が始まります。国土交通省はこれら制度

の円滑な施行に向け、設計・施工等に携わる方々を対象に、設

計等実務講習会及び断熱施工実技研修会を実施します。

【設計等実務講習会】設計等の実務を行う建築士や建設事業

者等を対象に、令和6年度公布省令・告示の概要、建築確認

申請・省エネ適判申請時における注意点、施行日前後の留意

事項などを解説する講習会を全国47都道府県で

開催します（詳細は2次元コードを参照）。また、

11月下旬頃からオンライン講座でも同じ内容を公

開予定です。

新築については性能の高いものを作るよう政策誘導す

ることも必要だとしています。また、近年大きな社会

問題となっている空き家については除却なども含め、

しっかり対策すると説明。「リフォーム・建て替え」、

「新築の高性能化」、「空き家」の3つのバランスをしっ

かり取りながら進めていく考えと話しました。

　来年4月にスタートする住宅の省エネ基準適合義務

化については、エネルギー基本計画など、政府全体の

計画見直しのタイミングも踏まえ、太陽光発電をどう

するかといった議論にも参画する考えを見せます。そ

の上で遅くとも2030年に予定される住宅の省エネ性能

をZEH水準まで引き上げや2050年カーボンニュートラ

ルを見据えた政策を強化していくとしました。

　国交省が公表した来年度予算では住宅の省エネ改修

事業を来年度も継続するとしていて、引き続き開口部

や駆体、設備の省エネ改修が進む見込みです。さらに

能登半島地震の発生をうけ、ダブル筋交いや構造用合

板などで戸建木造住宅の耐震化を進める事業の拡充を

要求しています。こうした補助金にも注視しつつ、提

案材料の選定を続けてください。

上記事は9月20日、楠田住宅局長が国土交通省建設専門紙記者会のインタビューに応じた際の内容から転載し
ています。出典は日本住宅新聞2024年9月25日号3面記事をご参照下さい。
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国土交通省  建築物リフォーム ・ リニューアル調査報告国土交通省  建築物リフォーム ・ リニューアル調査報告
4~6月「住宅の受注高」 対前年同期比4.3%増4~6月「住宅の受注高」 対前年同期比4.3%増

工事種類別　受注件数・受注高

受注高の推移　 国土交通省は、 令和6年度第1四

半期（4 ～ 6月） 受注分の「 建築物

リフォーム・リニューアル調査報告」

を公表しました。対象は建設業許

可業者5000社。詳細は図を参照の

こと。同調査の結果を見る際には受

注高と受注件数に注視する必要があ

ります。受注高が上昇している主な

要因としては一件あたりの単価上

昇が挙げられます。建材価格の高

騰や政府の大型補助金が背景にあ

ると考えられるほか、大型リノベー

ションが増えている状況も推測で

きます。また、単価が上昇している

背景には省エネ意識の普及も挙げら

れるでしょう。昨今は断熱性能の高

い家の快適性や経済的が注目されています。同調査で

集計した工事目的はトップが「劣化や壊れた部位の更新・

修繕」ですが、2番目に「省エネルギー対策」がランク

インしています。従来であればアルミサッシ1枚ガラスの

窓に改修するところ、樹脂サッシのペアガラスに交換し

ていることから受注高が高くなっている可能性もありま

す。根拠としては環境省が1350億円を投じている先進

的窓リノベ2024事業の実施。手出しを少なくしつつ、ラ

ンクの高い窓を入れたり、二重窓化のリフォームが行え

る今の環境は工務店にとって有利といえるでしょう。

　さて、単価上昇については右上図をみてみると実際

に受注件数が減少しています。特に住宅の受注高が

【断熱施工実技研修会】断熱施工に携わ

る大工技能者を対象に、省エネ基準適合

義務化に際し、床・壁・天井の部位ごと

の断熱方法・気密確保等正しい断熱施工

技術を実習モデルを用いて学べる研修会

を実施します（①を参照）。

【改 正 法制度 説明会のテキ
スト及びオンライン講座】令

和5年度の内容から、令和6年

度公布省令・告示内容の追加

及び令和7年度4月施行内容を

中心とする構成の見直しを実施してします（テキストは
②、オンライン講座は③を参照）。

① ② ③

前年同期比で高くなっている令和5年度第1四半期は同

比26.0％増の伸びとなっていますが、受注件数は同比

9.9％増の伸びに留まっています。今回の令和6年度第1

四半期においても住宅の受注高は同比4.3％増となって

いますが、受注件数に関しては29.7％減となっていま

す。下図を参照して内訳を見てみると「増築」だけが同

比26.3％増となっていますが、国土交通省の担当者に

よるとこれは絶対数が少ないためで、回答社1社の増減

によって数値が大きく異なります。このことから「（受

注件数の前年同期比のみをみて）全体の増築件数が増

えている、減っているという判断に至るには（根拠として）

弱い」との指摘がありました。工務店に有利な今の状

況を活かして受注につなげましょう。
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長期優良住宅8割超、 工務店も供給増を長期優良住宅8割超、 工務店も供給増を
　（一社）住宅生産団体連合会（住団

連）は、「2023年度戸建注文住宅の顧

客実態調査」を実施し、報告書とし

て取りまとめました。同調査は、主要

都市圏における戸建注文住宅の顧客

実態を体系的に調査・分析するもの。

有効回答数は2846件ですが96.5%が

大手ハウスメーカーを中心とする住団

連企業会員で、3.5%が中小業者のサ

ンプルとなっています。中でも中小業

者のサンプルは昨年度より31件減少し

ています。

　住団連は「世帯年収と贈与額が増

加したものの、建築費、住宅取得費

が上昇し続けていることから、延床面

積を抑制するとともに、自己資金や借

入金を増やすことで対処している状況

が読み取れる」とコメント。

長期優良住宅の割合85.７％長期優良住宅の割合85.７％

　計画住宅の省エネ性能水準（予定

も含む）は、「長期優良住宅〈断熱等

級5（強化外皮（ZEH）基準）以上かつ

一次エネ等級6（省エネ基準▲20%）〉」

（83.8%）の割合が突出して高く、「ZEH

水準省エネ住宅〈断熱等級5（強化外皮

（ZEH）基準）以上かつ一次エネ等級6

（省エネ基準▲20%）で、長期優良住宅・

低炭素住宅以外のもの〉」（9.7%）が

続きました。

　長期優良住宅の割合は全体の85.7%

を占めていますが、昨年度より2.9ポ

イント低下。一方、低炭素住宅は2.4%

にとどまっています。都市圏別の構

成比をみると、東京圏の長期優良住

宅の割合（82.6%）が他の都市圏に比

べて若干低い反面、一般住宅の割合

（7.2%）が高い結果となりました。同

調査は大手ハウスメーカーの比率が高

いことと、新設住宅着工戸数に対する

長期優良住宅の 認定戸数が 約3割程

度であることから、工務店の認定住宅

比率向上が求められている局面といえるでしょう。

　しかし、駆け足で取り組むとかえってリスキーです。

現在は2025年4月の法改正に加え、今年4月からは職人

の労働時間規制がスタートしました。通常よりも納期が

長引く可能性があります。認定住宅に取り組む際でも建

平均延床面積の推移

平均建築費単価の推移

長期優良住宅、低炭素住宅の適用

建築費と土地代の構成と合計金額（「土地代なし」を含む全サンプル平均）

出典 ：（一社）住宅生産団体連合会

材・住設の手配にいつもより時間がかかったり、中間検

査の際も例年より時間がかかる可能性が高いです。工

務店が認定長期優良住宅に取り組む際には余裕と時間

作り出す姿勢も重要でしょう。
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新設住宅着工統計
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 66,819 ▲ 1.8 ▲ 5.1

利用関係別

持家 19,597 ▲ 1.3 ▲ 6.6
貸家 28,939 ▲ 8.3 ▲ 1.4
給与 1,043 133.9 129.7
分譲 17,240 6.7 ▲ 12.0

地域別

首都圏 23,769 1.1 ▲ 6.4
中部圏 8,035 ▲ 0.2 ▲ 10.5
近畿圏 10,770 2.3 4.5

その他の地域 24,245 ▲ 6.5 ▲ 5.7

構造別 .
建て方別

木  造 39,722 ▲ 1.7 ▲ 3.5
一戸建 27,195 ▲ 1.9 ▲ 10.1
非 木 造 27,097 ▲ 1.8 ▲ 7.2
共同住宅 23,532 ▲ 0.9 ▲ 6.7

工法別

軸組木造 30,315 ▲ 1.2 ▲ 6.0
在来非木造 19,728 1.1 ▲ 5.7
プレハブ 8,456 ▲ 7.6 ▲ 8.6

2 × 4 8,320 ▲ 3.9 4.3

2024年 8月の住宅着工統計調査
近畿圏内県別の新設住宅着工統計

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

住宅合計 692 1,479 5,886 1,782 527 404 
前年比 (%) ▲ 10.7 34.9 24.0 ▲ 36.3 10.7 ▲ 2.7

持家 331 306 903 639 190 180 
前年比 (%) ▲ 2.1 ▲ 3.8 5.1 ▲ 12.1 ▲ 14.8 ▲ 6.7

貸家 233 757 2,849 629 251 197 
前年比 (%) 1.7 84.2 8.6 ▲ 34.1 70.7 11.3

給与 3 1 14 5 14 1 
前年比 (%) ▲ 97.5 ▲ 66.7 ▲ 79.7 0.0      -   0.0

分譲 125 415 2,120 509 72 26 
前年比 (%) 43.7 14.0 77.4 ▲ 54.1 ▲ 32.1 ▲ 40.9

うち集合 24 248 1,406 112 0 0 
前年比 (%)      -   54.0 231.6 ▲ 81.3 0.0 0.0

うち戸建 101 167 703 397 72 26 
前年比 (%) 16.1 ▲ 15.7 ▲ 8.8 ▲ 22.3 ▲ 32.1 ▲ 40.9

床面積 (㎡ ) 59,074 100,763 368,795 152,784 41,019 33,148 
前年比 (%) ▲ 3.5 17.4 15.7 ▲ 34.0 ▲ 11.5 ▲ 5.6

※▲は減少、無印は増加を表す　※単位が明記されていない数字は戸数　出典：国土交通省「住宅着工統計調査」

2025年4月以降に着工する全ての建築物には省エネ基準への適合が求められます。省エネ性能が上がると断熱材や窓の性能や重量が上がるため、建物そのものの重さが

増えます。このため構造関係規定も改正されました。いわゆる4号特例の縮小です。従来、一般的な木造二階建て住宅は構造関係規定等の審査が省略されてきましたが、

改正後は省略されません。着工時には確認申請書・図書に加えて、構造関係規定等の図書と省エネ関連の図書を提出しなければなりません。’25年4月の着工から逆算す

れば2023年9月～12月に検討されている施主様の物件は法改正以降の建築となる可能性があります。お困りの方は八興の担当営業までお気軽にお問い合わせください！


